
業 務 損 益 －1¶867¶220¶665 －2¶395¶059¶061 －4¶262¶279¶726 4¶383¶256¶025 120¶976¶299

土 地 19¶965¶415¶218 34¶036¶009¶465 54¶001¶424¶683 2¶536¶846¶777 56¶538¶271¶460

建 物 7¶516¶290¶743 4¶398¶913¶628 11¶915¶204¶371 520¶791¶711 12¶435¶996¶082

構 築 物 2¶289¶933¶115 528¶770¶780 2¶818¶703¶895 192¶681¶457 3¶011¶385¶352

そ の 他 3¶139¶741¶318 97¶478¶385 3¶237¶219¶703 1¶911¶348¶752 5¶148¶568¶455

帰 属 資 産 32¶911¶380¶394 39¶061¶172¶258 71¶972¶552¶652 5¶161¶668¶697 77¶134¶221¶349

うち減価償却費 233¶449¶864 45¶081¶152 278¶531¶016 26¶221¶122 304¶752¶138

損益外減価償却
相当額

470¶097¶168 380¶188¶607 850¶285¶775 48¶920¶014 899¶205¶789

損益外減損損失
相当額

0 0 0 0 0

引当外賞与増加
見積額

－7¶176¶336 －7¶829¶451 －15¶005¶787 －328¶462 －15¶334¶249

引当外退職給付
増加見積額

－152¶577¶774 54¶821¶276 －97¶756¶498 25¶362¶055 －72¶394¶443

前中期目標期間
繰越積立金の取
崩額

0 0 0 5¶165¶331 5¶165¶331

Ĥ 科学研究費補助金の明細
（単位：円）

種 目 当 期 受 入 件 数 摘 要

挑 戦 的 萌 芽 研 究 (3¶000¶000)
0

3

若 手 研 究 Í (9¶797¶700)
2¶940¶000

13

若 手 研 究
（ス タ ー ト ア ッ プ）

(1¶170¶000)
351¶000

2

Ĝ 受託事業等の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託事業等収益 期 末 残 高

大 学 1¶520¶545 15¶756¶675 15¶756¶675 0

附 属 学 校 0 749¶202 749¶202 0

合 計 1¶520¶545 16¶505¶877 16¶505¶877 0

※ 期首残高の1¶520¶545円は当期返還分です。

F̂ 共同研究の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大 学 386¶809 2¶000¶000 1¶964¶429 422¶380

合 計 386¶809 2¶000¶000 1¶964¶429 422¶380

Ê 受託研究の明細
（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大 学 282¶167 34¶958¶551 27¶467¶232 7¶773¶486

合 計 282¶167 34¶958¶551 27¶467¶232 7¶773¶486

D̂ 寄附金の明細
（単位：円）

区 分 当 期 受 入 摘 要

（内訳）
寄附金受入額 14¶330¶930（ 15件）
資産 19¶941¶870（ 6件）

附 属 学 校 143¶130¶430

（内訳）
寄附金受入額 123¶948¶620（ 31件）
資産 9¶793¶996（ 6件）
備品等 9¶387¶814（ 8件）

合 計 197¶210¶818

大 学 54¶080¶388 備品等 8¶636¶799（ 45件）
図書 9¶879¶789（3¶795件）
棚卸資産 1¶291¶000（ 1件）
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官
報 １．セグメントの区分表示は、平成20年度より、「大学」と「附属学校」に区分し、総務課、企画課、

管理部及び各セグメントへ配賦しない業務損益及び帰属資産は「法人共通」に計上しております。
２．セグメントの区分表示は以下のようになります。
大 学：学部、図書館、各センター、学務部、学術部
附属学校：各附属学校、附属学校課
法人共通：総務課、企画課、管理部

３．運営費交付金収益は、特殊要因経費などの使途が限定されているものを除き、法人共通に計上
しております。また、学生納付金収益は、獲得したセグメントに計上しておりますが、授業料を
財源とした固定資産の取得については、マイナスで表示されております。
４．業務費用のうち法人共通の欄には、総務課、企画課、管理部及び各セグメントに配賦しなかっ
た費用及び配賦不能な費用を計上しており、その主な金額及び内容は役員人件費（89¶715¶370円）
及び職員人件費（412¶234¶634円）であります。
５．帰属資産のうち、法人共通の欄には、総務課、企画課、管理部及び各セグメントに配賦しなかっ
た資産を計上しており、その主な内容は土地（2¶536¶846¶777円）、建物（520¶791¶711円）及び現
金及び預金（1¶781¶386¶071円）であります。
６．会計方針の変更に記載のとおり退職一時金及び「特別経費」「特殊要因経費」に充当されない運
営費交付金については、従来、期間進行基準を採用していましたが、当事業年度より、「国立大学
法人大阪教育大学業務達成基準に関する基準」に基づき学長の承認を得たプロジェクト事業につ
いては、業務達成基準を採用しております。この変更により、法人共通における当事業年度の運
営費交付金収益及び業務損益は350¶000¶000円減少しています。
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